
りゅうぎんインターネットバンキングご利用規定 
 
1. りゅうぎんインターネットバンキング 

 
りゅうぎんインターネットバンキング（以下「本サービス」という）は、インターネッ

トに接続可能な情報端末機 （以下「端末」という）を使用して、契約者ご本人（以下

「契約者」という）が次の銀行取引を利用することができるサービスです。本サービス

の利用については株式会社琉球銀行（以下「当行」という）所定の方法により申込を行

い、当行から本サービス利用の承諾を受けた個人の方とさせていただきます。 
契約者は本利用規定の内容を十分理解したうえで、自己の判断と責任において本サー

ビスを利用するものとします。 
 
（１） サービス内容 

ア．照会サービス 
イ．振込・振替サービス 
ウ．料金払込サービス＜Pay-easy（ペイジー）＞ 
エ．定期預金受付サービス 
オ．投資信託受付サービス 
カ．預金口座振替受付サービス 
キ．ローンサービス 
ク．メッセージ・電子メール通知サービス 
ケ．その他当行が今後追加するサービス 

（２） 使用できる端末 
本サービスを利用できる端末は、当行所定の端末に限るものとします。当該端

末のうち、当行が指定する種類のスマートフォン等を使用するサービスを「モ

バイルバンキング」といいます。 
なお、各端末毎に利用できるサービスの内容が制限されることがあります。 

（３） 利用対象者 
本サービスをご利用いただける方は、日本国内在住の個人の方に限ります（非

居住者はご利用いただけません）。また、個人名義の口座であっても事業でお使

いの口座は利用できません。なお、本サービスは 1 人につき 1 契約とさせてい

ただきます。 
（４） 申込方法 

本サービスの申し込み方法は次のいずれかといたします。 
ア．りゅうぎんインターネットバンキング申込書（以下「申込書」という）に

よるもの 



申込書に当行が指定する本人確認書類を添付のうえ、当行本支店へ提出。 
イ．当行ホームページの専用サイトによるもの 

必要事項を入力し、当行に送信。 
（５） 利用時間 

本サービスの利用時間は当行所定の時間内とします。ただし、当行はこの利用

時間を契約者に事前の通知をすることなく変更する場合があります。また、当

行の責によらない回線工事等が発生した場合は、利用時間中であっても契約者

に連絡することなく利用を一時停止または中止することがあります。 
 
2. 利用の申込 

 
（１） 各口座の届出 

ア．契約者は本サービスで利用する代表口座を申込書または当行ホームペ

ージでの入力により届け出るものとします。 
イ．代表口座とは、本サービスの申込み時に登録する本サービスを利用する

ための基本口座をいい、当行国内本支店内における契約者名義の普通預

金口座に限ります。 
ウ．本サービスにおける届出印は、契約者の代表口座の届出印とします。 
エ．契約者は、申込書により当行国内本支店における契約者名義の口座（以

下「ご利用口座」という）を届出るものとします。また、ご利用口座の

種目は当行所定の種目に限ります。ただし、ローンサービスにおいては

この限りではありません。 
オ．当行はご利用口座として登録できる口座数および口座の種目を、契約者

に事前に通知することなく変更する場合があります。 
（２） パスワードの届出 

ア．契約者はあらかじめ、「ログオンパスワード」を当行所定の方法により

届出るものとします。 
イ．当行は「契約者番号」および「確認番号」を「りゅうぎんインターネッ

トバンキングご利用カード」（以下「ご利用カード」という）等に記載

し、窓口での交付または契約者の届出住所宛に郵送することにより通知

します。 
ウ．万が一、ご利用カードを紛失した場合や、「ログオンパスワード」・「確

認番号」（以下両パスワードを総称して「パスワード」という）を失念 
または漏洩した場合は、契約者は速やかに当行制定の書面により当行へ

届出るものとします。この届出があった場合には、当行は本サービスの

全てを中止する措置を講じます。当行への届出の前に生じた損害につい



ては、当行は責任を負いません。 
エ．契約者は、書面による届出または端末からの操作によりログオンパスワ

ードを随時変更することができます。  
(ア) 書面によりログオンパスワードを変更する場合は、変更後のロ

グオンパスワードなど当行が指定する必要事項を記入のうえ、

当行制定の書面により当行に届出るものとします。 
(イ) 端末からログオン後にログオンパスワードを変更する場合は、

当行が指定する方法により変更前および変更後のログオンパス

ワードを当行に送信し、当行が受信した変更前のログオンパス

ワードと当行が保有している最新のログオンパスワードが一致

した場合には、当行は契約者からの正式な届出としてログオン

パスワードの変更を行います。 
(ウ) 当行ホームページの専用サイトに必要事項を入力し、当行に送

信することで、ログオンパスワードを変更することができます。 
オ．セキュリティ確保のため、ログオンパスワードは一定期間毎あるいは不

定期に変更するようにしてください。 
（３） ワンタイムパスワードの利用 

ア．ワンタイムパスワードとは、パスワード生成用アプリ（以下「トークン」

という）により生成され、一定時間ごとに自動更新される使い捨てのパ

スワードをいいます。 
イ．契約者は本サービスにおいてワンタイムパスワードを利用する場合は、

当行所定の方法による申込を行ったうえ、契約者のスマートフォンに

「ワンタイムパスワードアプリ」をダウンロードし、トークンの初期設

定を行うものとします。 
ウ．契約者はトークンの初期設定完了後、当行所定の方法により、速やかに

トークンの利用開始登録を行うものとします。 
エ．トークンの所有権は当行に帰属するものとし、当行はワンタイムパスワ

ード利用者にトークンを貸与します。トークンは第三者への貸与、占有

またはこれを使用させることはできません。 
オ．契約者は「ワンタイムパスワード」を厳重に管理するものとします。ト

ークンとして利用しているスマートフォンが紛失・盗難等に遭った場合、

あるいは他人に使用されたことを認知した場合は、契約者は速やかに当

行所定の方法により当行へ届け出、利用停止を行うものとします。 
カ．前号による届出があった場合は、当行はトークンの使用を停止します。

なお、当行へ届出る前に生じた損害については、当行は責任を負いませ

ん。 



キ．トークンの有効期限は、当行が定めるものとします。 
ク．契約者は有効期限が到来する前に、自らスマートフォンを操作し、有効

期限の更新を行うものとします。 
 
3. 本人確認 

 
（１） 当行は、本サービス利用の都度、端末から送信された契約者番号およびログオ

ンパスワードとあらかじめ当行に登録された契約者番号およびログオンパスワ

ードの一致を確認することにより本人確認を行います。また、一部のサービス

については前記契約者番号およびログオンパスワードの確認とあわせて、端末

から送信された確認パスワードとあらかじめ当行に登録された確認パスワード

の一致を確認することにより本人確認を行います。 
なお、トークンの利用開始登録完了後は、当行は、サービス利用の都度、端末

から送信された契約者番号・ログオンパスワードとあらかじめ当行に登録され

た契約者番号・ログオンパスワードの一致を確認する本人確認手続きに加え、

ワンタイムパスワードの一致を確認することによる本人確認手続きを行います。 
（２） 前記 3.（１）の本人確認を適正に実施したうえは、契約者番号およびパスワー

ド・ワンタイムパスワードにつき不正使用その他の事故があっても、そのため

に生じた損害については、当行は責任を負いません。したがって、契約者番号

およびパスワード・ワンタイムパスワードは、他人に知られないよう契約者自

身の責任において厳重に管理してください。当行職員がこれらの内容を尋ねる

ことはありません。 
このため、契約者以外の方がご利用カードやトークンの貸与を受けるなどの方

法で本サービスを利用することは、できないものとします。 
（３） 契約者が、当行に登録されたパスワードと異なるパスワードを、当行所定の回

数連続して入力した場合、当該契約者の本サービスの利用を停止します。 
（４） 契約者が、当行の管理･保有するワンタイムパスワードと異なるワンタイムパス

ワードを、当行所定の回数以上連続して入力した場合、当該契約者の本サービ

スの利用を停止します。 
 

4. ご利用カード・トークンの発行・再発行 
 
（１） 当行はご利用カードを窓口での交付または、契約者の届出住所宛に郵送します。

郵送したご利用カードが、当行に返戻された場合、所定の期間経過後、当該ご

利用カードを廃棄し本サービスを解約するものとします。 
（２） 契約者が、ご利用カードの紛失・盗難・破損等により、ご利用カードの再発行



を希望する場合には、当行所定の方法で再発行を依頼するものとします。再発

行したご利用カードの取扱は前項と同様とします。 
（３） ご利用カードを再発行する場合、当該契約者は当行所定の再発行手数料ならび

にこれに係る消費税等相当額を支払うものとします。ただし、再発行前のご利

用カードをご提出いただいた場合は、再発行手数料は不要です。 
（４） 当行は再発行したご利用カードを窓口での交付または契約者の届出住所宛に郵

送します。 
 
5. 本サービスの依頼方法 

 
（１） 依頼の方法 

当行が前記３．（１）により契約者本人であることを確認した後、契約者は本サ

ービスに必要な事項を当行が指定する方法により正確に当行宛送信するものと

します。 
（２） 依頼内容の確定 

当行は、契約者からの依頼内容を契約者が依頼のために用いた端末に表示する

ので、契約者はその内容が正しい場合には、当行の指定する方法により確認し

た旨送信するものとし、当行がそれを確認したことにより、本サービスの依頼

が確定したものとします。 
（３） 依頼内容の確認 

ア． 依頼内容および処理結果について資金の移動を伴う場合は、受付完了確

認画面・依頼内容照会機能、普通預金通帳・貯蓄預金通帳・カードローン

通帳・定期預金通帳等への記帳、当行アプリ等での表示または「ご返済予

定表」等により、契約者の責任においてその取引内容を照合してください。

万が一、取引内容に相違がある場合は、ただちにその旨を当行取引店に連

絡してください。 
イ． 依頼内容等について、契約者と当行の間に疑義が生じたときは、当行が保

存する電子的記録等の取引内容を正当なものとして取扱います。 
 
6. 照会サービス 

 
（１） 照会サービスの内容 

照会サービスは、契約者の端末からの依頼にもとづき、ご利用口座のうち契約

者が指定する口座の当行所定の時点における残高、および当行所定の期間内に

おける入出金明細等の口座情報を提供するサービスです。なお、口座情報を提

供する口座の種目は当行所定の種目とします。 



（２） 提供内容の変更・取消 
当行が口座情報を提供した後に、取引内容に変更または取消があった場合は、

既に提供した内容について変更または取消すことがあります。最終的な取引内

容については、通帳等により確認してください。なお、このような変更または

取消のために生じた損害については、当行は責任を負いません。 
 
7. 振込・振替サービス 

 
振込・振替サービスは、ご利用口座のうち契約者が指定する口座について、振込み・振

替えおよびそれらに付随する当行所定の取引を行うことができるサービスです。 
 
（１） 振込サービス 

ア． 振込サービスの内容 
振込サービスは、契約者の端末からの依頼にもとづき、ご利用口座のうち

契約者が指定する普通預金・貯蓄預金・カードローン口座（以下「振込資

金支払指定口座」という）から振込資金を払出しのうえ、ご利用口座を除

く当行または当行以外の金融機関の国内本支店の預金口座（以下「振込資

金入金指定口座」という）宛に振込の依頼を行うサービスです。なお、当

行以外の金融機関宛の振込のうち、一部の金融機関宛の振込については

取扱いできない場合があります。 
イ． 振込限度額 

(ア) 振込サービスによる 1 日あたりの振込金額は、当行所定の金額の範

囲内で当行所定の方法によりあらかじめ契約者が届出た振込限度額

の範囲内とします。なお、申込書の振込限度額記入欄に限度額の記入

がない場合は、当行所定の金額を振込限度額とします。ただし、当行

は契約者に事前に通知することなく振込限度額を変更することがあ

ります。 
(イ) 契約者は、書面による届出または端末からの操作により、届出た振込

限度額を変更できるものとします。なお、変更する場合は当行所定の

方法により行ってください。 
ウ． 振込指定日 

契約者は振込指定日として、当行所定の銀行営業日を指定することがで

きます。なお、当行は契約者に事前に通知することなく当行所定の銀行営

業日を変更することがあります。 
エ． 振込手続 

当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、原則として振



込指定日に、普通預金規定、総合口座取引規定、貯蓄預金規定、カードロ

ーン規定にかかわらず預金通帳、払戻請求書、カードの提出なしに振込資

金および振込手数料ならびにこれに係る消費税等相当額（以下「振込手数

料相当額」という）を振込資金支払指定口座から払出しのうえ、振込資金

入金指定口座宛に振込手続を行います。 
（２） 振替サービス 

ア． 振替サービスの内容 
振替サービスは、契約者の端末からの依頼にもとづき、ご利用口座のうち

契約者が指定する普通預金・貯蓄預金・カードローン口座（以下「振替資

金支払指定口座」という）から振替資金を払出しのうえ、ご利用口座のう

ち他の普通預金・貯蓄預金・カードローン口座（以下「振替資金入金指定

口座」という）宛に振替手続を行うサービスです。 
イ． 振替指定日 

契約者は振替指定日として、当行所定の日を指定することができます。な

お、当行は契約者に事前に通知することなく当行所定の振替指定日を変

更することがあります。 
ウ． 振替手続 

当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、原則として振

替指定日に、振替資金を普通預金規定、総合口座取引規定、貯蓄預金規定、

カードローン規定にかかわらず預金通帳、払戻請求書、カードの提出なし

に振替資金支払指定口座から払出しの うえ、振替資金入金指定口座宛に

振替手続を行います。 
（３） 振込・振替の不能事由等 

次のいずれかに該当する場合、当行はその振込または振替（以下「振込・振替」

という）の依頼がなかったものとして取扱います。 
ア． 振込金額と振込手数料相当額の合計金額または振替金額が、振込資金支

払指定口座または振替資金支払指定口座（以下「支払指定口座」という） 
から払出すことができる金額（当座貸越により払出しのできる金額を含

む）を超える場合。 
また、依頼日の翌日以降を振込・振替の指定日とした場合は、指定日当日、

当行の振込・振替手続時に、振込・振替金額および振込手数料相当額が、

支払指定口座から払出すことができる金額（当座貸越により払出しので

きる金額を含む）を超える場合。ただし、支払指定口座からの払出しがこ

のサービスによるものに限らず複数ある場合で、その払出しの総額が支

払指定口座より払出すことができる金額を超えるときは、そのいずれを

払出すかは当行の任意とします。 



なお、当行の振込・振替手続時に不能となった振込・振替の依頼について

は、指定日当日に資金の入金があっても振込・振替は行われません。 
イ． 契約者より支払指定口座に関する支払停止の届出があり、それにもとづ

き当行が所定の手続を完了している場合。 
ウ． 差押等やむを得ない事情のため、当行が振込・振替を取扱うことが不適当

と認めた場合。 
エ． 振替サービスにおいて、振替資金入金指定口座が解約されている場合。 

（４） 振込資金の返却 
振込サービスにおいて「入金指定口座該当なし」等の事由により振込先金融機

関から振込資金が返却された場合は、契約者に通知することなく当行はその振

込資金を振込資金支払指定口座に入金するものとします。この場合、振込手数

料相当額は返却しないものとします。 
（５） 依頼内容の変更・取消・組戻し 

当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、依頼内容の変更・取

消・組戻しは原則としてできないものとします。ただし、振込・振替指定日の

前日までに限り、契約者は端末を用いて当行が指定する方法により取消を行う

ことができるものとします。 
また、当行がやむをえないものと認めて組戻しまたは変更を承諾する場合には、

当行は契約者から振込資金支払指定口座店に当行所定の依頼書の提出を受けた

うえで、その手続を行うものとします。この場合、振込手数料相当額は返却し

ないものとします。 
 
8. 料金払込サービス＜Pay-easy（ペイジー）＞ 
 

（１） 料金払込サービス＜Pay-easy（ペイジー）＞の内容 
ア． 契約者の端末からの依頼にもとづき、ご利用口座のうち契約者が指定す

る普通預金・貯蓄預金（以下「払込資金支払指定口座」という）から払込

資金を払出しのうえ、当行所定の収納機関に対する各種料金の払込を行

うサービスです。 
イ． 利用時間は当行所定の利用時間内としますが、収納機関の都合により利

用時間内であっても取扱いできない場合があります。また、当行はこの利

用時間を契約者に事前に通知することなく変更する場合があります。 
ウ． 当行は払込に係る領収書（領収証書）を発行しません。また、収納機関も

領収書（領収証書）を発行しない場合があります。 
エ． 収納機関が指定する払込に必要な番号を当行所定の回数以上誤って入力

した場合は、利用を停止します。 



（２） 限度額の設定 
ア． 1 日あたりの払込限度額は、前記７．（１）に記載の限度額と同一としま

す。ただし、当行は契約者に事前に通知することなく払込限度額を変更す

ることがあります。 
イ． 契約者は、書面による届出または端末からの操作により、届出た振込限度

額を変更できるものとします。なお、変更する場合は当行所定の方法によ

り行ってください。 
（３） 払込手続 

当行は、前記５．（２）により、依頼内容が確定した場合は、普通預金規定、総

合口座取引規定、貯蓄預金規定、カードローン規定にかかわらず預金通帳、払

戻請求書、カードの提出なしに払込資金を払込資金支払指定口座から払出しの

うえ、払込手続を行います。 
（４） 払込の不能事由等 

次のいずれかに該当する場合、当行はその払込の依頼がなかったものとして取

扱います。 
ア． 払込金額が払込資金支払指定口座から払出すことができる金額（当座貸

越により払出しのできる金額を含む）を超える場合。 
イ． 契約者より払込資金支払指定口座に関する支払停止の届出があり、それ

にもとづき当行が所定の手続を完了している場合。 
ウ． 差押等やむを得ない事情のため、当行が払込を取扱うことが不適当と認

めた場合。 
エ． 契約者からの払込依頼内容について、所定の確認ができなかった場合。 

（５） 依頼内容の変更・取消 
ア． 前記５．（２）により、依頼内容が確定した場合は、依頼内容の変更また

は取消はできないものとします。 
イ． 収納機関からの連絡により、一度受付けた払込について、取消となる場合

があります。 
ウ． 収納機関の請求内容および収納機関での収納手続の結果等、収納等に関

する照会については収納機関に直接お問い合わせください。 
 
9. 定期預金受付サービス 

 
定期預金受付サービスは、ご利用口座のうち契約者が指定する定期預金口座について、

定期預金の預入れ・引出しおよびそれらに付随する当行所定の取引を行うことができ

るサービスです。 
 



（１） 定期預金預入受付サービス 
ア． 定期預金預入受付サービスの内容 

定期預金預入受付サービスは、契約者の端末からの依頼にもとづき、ご利

用口座のうち契約者が指定する普通預金または貯蓄預金（以下「預入資金

支払指定口座」という）から預入資金を払出しのうえ、ご利用口座の定期

預金口座（以下「預入資金入金指定口座」という）宛に預入手続を行うサ

ービスです。なお、預入できる定期預金は当行所定の種類とします。 
イ． 預入日 

預入日は当行所定の日となります。なお、当行は契約者に事前に通知する

ことなく当行所定の預入日を変更することがあります。また、預入された

定期預金には、預入日の当行預金金利を適用します。 
ウ． 預入手続 

当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、原則として預

入日に預入資金を普通預金規定、総合口座取引規定、貯蓄預金規定、カー

ドローン規定にかかわらず預金通帳、払戻請求書、カードの提出なしに預

入資金支払指定口座から払出しのうえ、預入資金入金指定口座宛に預入

手続を行います。 
エ． 預入の不能事由等 

次のいずれかに該当する場合、当行はその預入の依頼がなかったものと

して取扱います。 
(ア) 預入金額が、預入資金支払指定口座から払出すことができる金額（当

座貸越により払出しできる金額を含む）を超える場合。 
また、依頼日の翌日以降が預入日となった場合は、預入日当日、当行

の預入手続時に、預入金額が預入資金支払指定口座から払出すこと

ができる金額（当座貸越により払出しできる金額を含む）を超える場

合。ただし、預入資金支払指定口座からの払出しがこのサービスによ

るものに限らず複数ある場合で、その払出しの総額が預入資金支払

指定口座により払戻すことができる金額を超えるときは、そのいず

れを払出すかは当行の任意とします。なお、当行の預入手続時に不能

となった預入依頼については、預入日当日に資金の入金があっても

預入は行われません。 
(イ) 契約者より預入資金支払指定口座に関する支払停止の届出があり、

それにもとづき当行が所定の手続を完了している場合。 
(ウ) 預入資金入金指定口座が少額貯蓄非課税制度の適用対象となってお

り、当該預入により預入資金入金指定口座の残高が非課税貯蓄申込

額を超過することとなる場合。 



(エ) 差押等やむを得ない事情のため、当行が預入を取扱うことが不適当

と認めた場合。 
(オ) 預入資金入金指定口座が解約されている場合。 

オ． 依頼内容の変更・取消 
前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、依頼内容の変更または

取消ができないものとします。 
（２） 定期預金引出受付サービス 

ア． 定期預金引出受付サービスの内容 
定期預金引出受付サービスは、次の 2 種類のサービスを利用することが

できます。 
(ア) 通帳口定期預金の引出 

契約者の端末からの依頼にもとづき、ご利用口座のうち契約者が指

定する通帳口定期預金口座（以下「通帳口定期」という）に預入され

た個別の各定期預金等のうち契約者の指定する定期預金等に対して

満期解約等を行うサービスをいいます。なお、 引出しできる個別の

定期預金は当行所定の種類とします。また、満期解約等ができるのは

当行所定の解約可能期間内とします。 
(イ) 積立定期預金および一般財形預金の一部引出し 

契約者の端末からの依頼にもとづき、ご利用口座のうち契約者が指

定する積立定期預金口座および一般財形預金（以下「積立定期」とい

う）について一部引出し等を行うサービスをいいます。なお、引出し

できる積立定期は当行所定の種類とします。 
イ． 引出日 

引出日は当行所定の日となります。なお、当行は契約者に事前に通知する

ことなく当行所定の引出日を変更することがあります。 
ウ． 引出手続 

(ア) 通帳口定期預金 
当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、原則とし

て引出日に、契約者の指定する定期預金等を各定期預金規定にかか

わらず定期預金通帳、払戻請求書の提出なしに解約し、元利金を契約

者の指定する利用口座（以下「引出金入金口座」という）へ入金しま

す。 
(イ) 積立定期預金・一般財形預金 

当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、原則とし

て引出日に、契約者の指定する積立定期から一部引出金額を積立定

期預金規定、財形預金規定にかかわらず定期預金通帳、契約の証、払



戻請求書の提出なしに引出し、引出入金口座へ入金します。 
エ． 引出の不能事由等 

次のいずれかに該当する場合、当行はその引出の依頼がなかったものと

して取扱います。 
(ア) 積立定期の場合、一部引出依頼時において、一部引出額が払戻のでき

る金額を超える場合。 
(イ) 積立定期の場合、当該口座が総合口座の担保定期に指定されている

場合。 
(ウ) 契約者より利用口座として届出た通帳口定期および積立定期に関す

る支払停止の届出、または引出金入金口座に関する入金停止の届出

があり、それにもとづき当行が所定の手続を完了している場合。 
(エ) 差押等やむを得ない事情のため、当行が引出を取扱うことが不適当

と認めた場合。 
(オ) 利用口座として届出た通帳口定期および積立定期、または引出金入

金口座が解約されている場合。 
オ． 依頼内容の変更・取消 

前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、依頼内容の変更または

取消ができないものとします。 
 
10. 投資信託受付サービス 
 

（１） 投資信託受付サービスの内容 
投資信託受付サービスは、契約者の端末からの依頼にもとづき、投資信託受益

権の購入、解約・買取（以下、「解約等」といいます）、積立投信「つみとうく

ん」（以下「積立投信」といいます）の新規申込・契約内容変更･解約およびそ

れらに附随する当行所定の取引を行うことができるサービスです。 
投資信託受益権の購入・解約等および積立投信の新規申込・契約内容変更･解約

ができる投資信託は、それぞれ当行が指定する銘柄とします。購入または積立

投信の新規申込にあたり、契約者は最新の目論見書、目論見書補完書面（積立

投信の場合は、このほか「りゅうぎん積立投信契約規定」）を受領し、商品・サ

ービス内容について十分理解したうえで契約者自からの判断と責任において取

引するものとします。なお、特定口座をご開設いただいた場合、特定口座＜特

定預り＞で購入できない銘柄がありますので、ご了承ください。 
（２） 取引限度額・取引回数 

投資信託受付サービスによる 1 回あたりの取引限度額（積立投信の場合は、毎

月および増額月の買付金額）および 1 日あたりの取引回数は当行所定の限度額



および回数とします。なお、当行は契約者に事前に通知することなく取引限度

額および取引回数を変更することがあります。 
（３） 購入手続 

ア． 購入手続は原則として依頼日当日に行いますが、当行所定の時限以降ま

たは営業日以外に受付けた購入依頼は、翌営業日に購入手続を行います。

このため、店頭受付の購入手続とは異なる場合があります。なお、当行は

契約者に事前に通知することなく当行所定の時限を変更することがあり

ます。ただし、注文依頼日が当該取扱商品の購入申込を行えない日に該当

した場合には、当該日以降最初に購入申込が可能となった日に購入申込

を行います。 
イ． 当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、原則として依

頼日（当行所定の時限以降又は営業日以外に受付けた場合は翌営業日）に

資金を普通預金規定、総合口座取引規定、貯蓄預金規定、カードローン規

定にかかわらず預金通帳、払戻請求書、カードの提出なしにご利用口座の

うち契約者が指定する普通預金・貯蓄預金（以下「支払指定口座」という）

から購入代金をお引落しのうえ、購入手続を行います。 
ウ． 少額投資非課税口座（以下「ＮＩＳＡ口座」という）を利用できるのは、

当行にＮＩＳＡ口座を開設し、かつその取引の受渡日が属する年の非課

税管理勘定が当行にある契約者に限ります。 
エ． ＮＩＳＡ口座を利用しようとする場合において、約定金額がＮＩＳＡ利

用可能額を超過する場合は、超過する部分を特定口座または一般口座に

受け入れます。 
（４） 解約等手続 

ア． 解約手続は原則として依頼日当日に行いますが、当行所定の時限以降ま

たは営業日以外に受付けた解約等依頼は、翌営業日扱として手続を行い

ます。なお、当行は契約者に事前に通知することなく当行所定の時限を変

更することがあります。ただし、注文依頼日が当該取扱商品の解約等申込

を行えない日に該当した場合には、当該日以降最初に解約等申込が可能

となった日に解約等申込を行います。 
イ． 当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、原則として各

投資信託の目論見書に定める受渡日に、解約等代金を投資信託口座の指

定預金口座（以下「入金指定口座」という）に入金します。なお、金額指

定による解約等の注文で解約等指定金額が投資信託を全部解約等した金

額を超える場合は、全部解約等として取扱います。 
（５） 購入・解約等の不能事由 

次のいずれかに該当する場合、当行はその取引の依頼がなかったものとして取



扱います。 
ア． 購入の際、申込金額が購入資金支払指定口座のお引落し可能金額（当座借

越によるお引落し可能金額を含む）を超える場合。また、購入代金引落日

当日、当行の購入手続時に、申込金額が支払指定口座からお引落し可能金

額（当座借越によるお引落し可能金額を含む）を超える場合。ただし、支

払指定口座からのお引落しがこのサービスによるものに限らず複数ある

場合で、その総額が支払指定口座よりお引落しができる金額を超えると

きは、そのいずれをお引落しするかは当行の任意とします。また、当行の

購入手続時に一旦不能となった購入申込については、購入代金引落日当

日に資金の入金があっても購入手続を行いません。 
イ． 契約者より支払指定口座に関する支払停止の届出があり、それにもとづ

き当行が所定の手続を完了している場合。 
ウ． 差押等やむを得ない事情のため、当行が取引を取扱うことが不適当と認

めた場合。 
エ． 解約等申込依頼を受けた投資信託や投資信託口座が解約されている場合。 

（６） 積立投信新規申込・契約内容変更・解約手続き 
ア． 積立投信の新規申込・契約内容変更・解約手続は原則として依頼日当日に

行いますが、当行所定の時限以降または営業日以外に受付けた取引依頼

は、翌営業日に手続を行います。なお、当行は契約者に事前に通知するこ

となく当行所定の時限を変更することがあります。 
イ． 新規申込手続において指定できる初回振替日は、取引依頼日の翌営業日

以降とします。 
ウ． 累積投資契約のない契約者が積立投信を新規申込する場合、契約者の累

積投資取引の申込意思表示および当行の承諾にもとづき、当該銘柄の累

積投資契約が締結されているものとします。 
エ． 契約内容変更・解約は、指定した毎月の振替日の前営業日までに手続を行

うものとします。依頼日が毎月の振替日に該当した場合には、翌営業日の

取引依頼分として手続します。 
（７） 積立投信変更の不能事由 

次のいずれかに該当する場合、当行は契約者に通知することなくその変更の依

頼がなかったものとして取扱います。 
ア． 依頼日当日の当行所定の時限までに、本サービスと本支店の店頭の両方

にて、同内容の変更手続きをした場合。 
イ． 依頼日当日の当行所定の時限までに、本支店の店頭にて積立投信の解約

手続きをした場合。 
（８） 積立投信解約の不能事由 



依頼日当日の当行所定の時限までに、本支店の店頭にて積立投信の解約手続き

をした場合、当行は契約者に通知することなく本サービスにおける解約の依頼

がなかったものとして取扱います。 
（９） 依頼内容の変更・取消 

前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、依頼内容の変更、取消は原則

としてできないものとします。ただし、当行所定の時限内であれば、契約者は

端末を用いて当行が指定する方法により取消を行うことができるものとします。 
 
11. 預金口座振替受付サービス 
 

（１） 預金口座振替受付サービスの内容 
預金口座振替受付サービスは、契約者の端末からの依頼にもとづき、ご利用口

座のうち契約者が指定する普通預金を自動引落口座とした、諸料金の支払に関

する預金口座振替契約を受付けるサービスです。ただし、申込可能な収納機関

は当行所定の収納機関に限るものとします。 
（２） 預金口座振替契約 

ア． 収納機関から当行に請求書が送付されたときは、当行は契約者に通知す

ることなく、請求書記載の金額を契約者が指定した預金口座から引落し

のうえ支払います。この場合、普通預金規定、総合口座取引規定にかかわ

らず、預金通帳、払戻請求書、カードの提出は不要とします。 
イ． 振替日において請求書記載の金額が、契約者が指定した預金口座から払

出すことのできる金額（当座貸越を利用できる範囲を含む）を超えるとき

は、契約者に通知することなく請求書を収納機関に返却できるものとし

ます。 
ウ． 本サービスにより申込を受付けた預金口座振替契約を解約するときは、

契約者から当行へ書面により届出るものとします。なお、この届出がない

まま長期間にわたり収納機関から請求がないなどの相当の事由があると

きは、特に契約者からの申出がない限り、当行は当該預金口座振替契約が

終了したものとして取扱うことができるものとします。 
エ． この預金口座振替に関して紛議が生じても、当行の責めによる場合を除

き、当行は責任を負いません。 
（３） 収納機関への届出 

当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合は、契約者からの依頼に

もとづき当行が収納機関へ届出ます。なお、収納機関による預金口座振替の開

始時期は、収納機関の手続完了後とします。 
 



12. ローンサービス 
 
ローンサービスでは、契約者が当行で借入れたローンについて、お借入残高・ご返済条

件等のご契約内容の照会ならびに一部繰上返済の申込、金利変更の申込および一部繰

上返済と金利変更の同時申込を行うことができます。ただし、ローンのご契約種類、お

取引の状況によってはご利用いただけないサービスがあります。 
 
（１） 借入内容照会サービス 

借入内容照会サービスは、契約者の端末からの依頼にもとづき、契約者が当行

で借入れたローンについて、当行所定の時点におけるお借入残高・ご返済条件

の明細情報およびご返済予定表の情報を提供するサービスです。ただし、ご利

用いただけるローンの種類は当行所定のものとします。 
（２） 一部繰上返済サービス 

ア． 一部繰上返済サービスの内容 
一部繰上返済サービスは、契約者の端末からの依頼および当行の承認に

もとづき、契約者が当行で借入れたローンについて、借入金を一部繰上げ

て返済できるサービスです。また、一部繰上返済と同時に借入期間の短縮

も可能です。ただし、ご利用いただけるローンの種類は当行所定のものと

し、契約者のローンご契約状況・お取引状況によりご利用いただけない場

合があります。 
イ． 一部繰上返済限度額・返済回数 

一部繰上返済サービスによる１回あたりの返済限度額および 1 日あたり

の返済回数は、当行所定の限度額および回数とします。また、一部繰上返

済サービスでは全額を繰上返済することはできません。 
増額返済を併用されている場合は、「毎回ご返済分」と「増額ご返済分」

のそれぞれに対し、一部繰上返済金額をご指定いただけます。なお、当行

は契約者に事前に通知することなく一部繰上返済限度額および一部繰上

返済回数を変更することがあります。 
ウ． 一部繰上返済手続き 

一部繰上返済にあたっては、ローン契約書（これに付帯する契約書・特約

書等があるときは、それらを含め、以下「原契約」という）にもとづき、

契約書が当行から借入れたローンの借入条件について、契約書が指定し

た変更依頼内容および当行の承認により、変更手続きを行います。 
一部繰上返済による借入条件の変更については、原契約の定めにかかわ

らず、別途変更契約書等の締結は行いません。借入条件変更の効力は、当

行において一部繰上返済の手続きが完了した日に生じるものとします。



また、変更内容・手続き結果については、「状況照会」画面および当行か

ら送付する「ご返済予定表」で確認するものとします。 
一部繰上返済手続きは原則として申込日当日に行いますが、当行所定の

時限以降または営業日以外に受付けた返済申込は、翌営業日に手続きを

行います。このため、店頭受付の返済手続きとは異なる場合があります。

なお、当行は契約者に事前に通知することなく当行所定の時限を変更す

る場合があります。 
当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合、原則として繰上

返済日に普通預金規定、総合口座取引規定、貯蓄預金規定、カードローン

規定にかかわらず預金通帳、払戻請求書、カードの提出なしに一部繰上返

済資金・所定の取扱手数料・未払利息（以下「一部繰上返済資金等」とい

う）をご利用口座のうち契約者が指定する普通預金・貯蓄預金口座（以下

「返済指定口座」という）から引落しのうえ、返済手続きを行います。 
エ． 不能事由 

次のいずれかに該当する場合、当行はその取引の依頼がなかったものと

して取扱います。 
(ア) 手続日当日に、一部繰上返済資金等を返済指定口座から引落としで

きなかった場合。なお、当行手続き時に一旦不能となった一部繰上返

済申込については、一部繰上返済日当日中に返済指定口座へ資金の

入金があっても、当行は引落としを行わず、一部繰上返済手続きを行

いません。 
(イ) 手続日当日に、当該ローンのご返済が遅延している場合。 
(ウ) 手続日当日までに全額をご返済されている場合。 
(エ) 手続日当日までに返済指定口座を解約された場合。 

（３） 金利変更サ-ビス 
ア． 金利変更サービスの内容 

(ア) 金利変更サービスは、契約者の端末からの依頼および当行の承認に

もとづき、契約者が当行で借入れた住宅ローンについて、借入条件の

うち金利種類の変更もしくは固定金利選択型の金利再選択ができる

サービスです。なお、金利変更は、次のａ．またはｂ．に定めるもの

とします。 
a. 当該住宅ローンの契約書（これに付帯する契約書・特約書等があ

るときは、それらを含め、以下「原契約」という）に定める変動

金利型が適用されている場合は、約定返済日に当行所定の固定

金利を選択すること。 
b. 当該住宅ローンの原契約に定める固定金利選択型が適用されて



いる場合は、その固定金利特約期間終了時において、当行所定の

固定金利を再度選択すること。 
(イ) 金利変更サービスが利用いただけるローンの種類は当行所定のもの

とし、契約者のローンご契約状況・お取引状況によりご利用いただけ

ない場合があります。 
イ． 金利変更サービスの受付期間 

金利変更サービスの受付可能期間は当行所定の時限内とします。なお、当

行は契約者に事前に通知することなく当行所定の時限を変更することが

あります。 
ウ． 金利変更手続 

金利変更にあたっては、原契約にもとづき、契約者が当行から借入れたロ

ーンの借入条件について、契約者が指定した変更依頼内容および当行の

承認により、金利変更手続を行います。 
金利変更サービスによる借入条件の変更については、原契約の定めにか

かわらず、別途変更契約書等の締結は行いません。借入条件変更の効力は、

当行において金利変更の手続きが完了した日に生じるものとします。ま

た、変更内容・手続結果については、「状況照会」画面および当行から送

付する「ご返済予定表」で確認するものとします。 
エ． 不能事由 

次のいずれかに該当する場合、当行はその取引の依頼がなかったものと

して取扱います。 
(ア) 手続日当日に、当該ローンのご返済が遅延している場合。 
(イ) 手続日当日までに全額をご返済されている場合。 

（４） 同時申込サービス 
ア． 同時申込サービスの内容 

同時申込サービスは、契約者の端末からの依頼および当行の承認にもと

づき、前記１２．（２）一部繰上返済サービスと前記１２．（３）金利変更

サービスを同時に申込された場合にご利用いただけるサービスです。た

だし、ご利用いただけるローンの種類は当行所定のものとし、契約者のロ

ーンご契約状況・お取引状況によりご利用いただけない場合があります。 
イ． 同時申込受付期間 

同時申込サービスの受付可能期間は当行所定の時限内とします。なお、当

行は契約者に事前に通知することなく当行所定の時限を変更することが

あります。 
ウ． 同時申込手続 

同時申込にあたっては、ローン契約書（これに付帯する契約書・特約書等



があるときは、それらを含め、以下「原契約」という）にもとづき、契約

者が当行から借入れたローンの借入条件について、契約者が指定した変

更依頼内容および当行の承認により、変更手続を行います。 
同時申込による借入条件の変更については、原契約の定めにかかわらず、

別途変更契約書等の締結を行いません。借入条件変更の効力は、当行にお

いて同時申込の手続きが完了した日に生じるものとします。また、変更内

容・手続結果については、「状況照会」画面および当行から送付する「ご

返済予定表」で確認するものとします。 
当行は、前記５．（２）により依頼内容が確定した場合、原則として金利

変更日（金利変更日とは変動金利型を適用されている場合は約定返済日、

固定金利選択型を適用されている場合は固定金利特約期間終了日となり

ます）に普通預金規定、総合口座取引規定、貯蓄預金規定、カードローン

規定にかかわらず預金通帳、払戻請求書、カードの提出なしに一部繰上返

済資金・所定の取扱手数料・未払利息（以下「一部繰上返済資金等」とい

う）をご利用口座のうち契約者が指定する普通預金・貯蓄預金口座（以下

「返済指定口座」という）から引落しのうえ、返済手続きを行います。 
エ． 不能事由 

次のいずれかに該当する場合、当行はその取引の依頼がなかったものと

して取扱います。 
(ア) 手続日当日に、一部繰上返済資金等を返済指定口座から引落としで

きなかった場合。なお、当行手続き時に一旦不能となった一部繰上返

済申込については、一部繰上返済日当日中に返済指定口座へ資金の

入金があっても、当行は引落としを行わず、一部繰上返済手続きを行

いません。 
(イ) 手続日当日に、当該ローンのご返済が遅延している場合。 
(ウ) 手続日当日までに全額をご返済されている場合。 
(エ) 手続日当日までに返済指定口座を解約された場合。 

なお、手続日当日に、当該ローンのご返済がなされた場合で、一部繰

上返済資金等のみが返済指定口座から引落しできなかった場合は、

金利変更手続のみ行うものとします。 
（５） 依頼内容の変更・取消 

前記５．（２）により依頼内容が確認した場合は、依頼内容の変更・取消しは原

則としてできないものとします。ただし、当行所定の時間内であれば、契約者

は端末を用いて当行の指定する方法により取消を行うことができるものとしま

す。なお、当行は契約者に事前に通知することなく当行所定の時限を変更する

ことがあります。 



 
13. ＡＴＭ取引限度額の変更・取引停止 
 

（１） ATM 取引限度額の変更 
契約者の端末からの依頼にもとづき、ご利用口座のうち契約者が指定するご利

用口座について、ATM 等でキャッシュカードまたはローンカードを使用した当

行所定の取引の 1 日あたりの限度額を所定の範囲内で変更することができます。 
（２） ATM 取引停止 

契約者の端末からの依頼にもとづき、ご利用口座のうち契約者が指定するご利

用口座について、 ATM 等でキャッシュカードまたはローンカードを使用した

当行所定の取引を停止または停止を解除することができます。なお、通信機器、

回線、およびコンピュータ等の障害時には、ATM 等での取引を可能とするため、

当行の判断により契約者へ事前に通知することなく、取引停止中の口座につい

て停止を解除するなど必要な措置をとることができるものとします。 
 
14. メッセージ・電子通知サービス 
 

（１） メッセージ・電子メール通知サービスの内容 
メッセージ・電子メール通知サービスは、本サービスログオン後の「メッセー

ジ画面」や電子メールにより、次の情報を契約者宛通知するサービスです。 
ア． 一般メッセージ（お知らせ） 

新サービス・キャンペーン・お得な商品等に関する情報 
イ． システムメッセージ（お取引内容） 

「振込・振替」や「定期預金受付」等の取引結果のご案内や、サーバーメ

ンテナンスのご連絡等の本サービス運営に関する重要な情報 
（２） 電子メール通知サービスの取扱いについて 

ア． 契約者は、電子メール通知サービスを利用するに際して、一般メッセージ

の受信の可否を端末からの操作により随時変更することができるものと

します。ただし、システムメッセージについては受信拒否の登録はできま

せん。 
イ． 契約者宛に電子メールを配信した際に、登録アドレスが認識できない・受

信拒否登録がされている等の理由で一定回数未達であった場合は、当行

の判断により、契約者宛へ通知することなしに電子メールアドレスの登

録を解除できるものとします。 
ウ． 配信した電子メールから他社の管理するウェブサイトにリンクする場合

がありますが、リンク先ホームページに関する情報は、そのホームページ



運営者が提供する情報であり、当行が提供する情報ではありません。この

ため当該情報に起因または関連して生じた一切の損害について当行は責

任を負わないものとします。 
（３） 情報の利用について 

契約者は、当行から配信する情報の内容を無断転送、または 2 次使用すること

はできないものとします。 
 
15. サービスの追加 

 
本サービスに今後追加される取引または機能について、契約者は新たな申込なしに利

用できるものとします。ただし、当行が指定する一部の取引または機能についてはこの

限りではありません。 
 
16. 業務の実施、運営 

 
当行は、本サービスの実施・運営の一部の業務について、当行関連会社に業務委託しま

す。 
 
17. 個人情報の利用目的について 

 
当行は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5 月 30 日法律第 57 号）にもとづ

き、お客さまの個人情報を、次の業務ならびに利用目的の達成に必要な範囲で利用いた

します。 
  

業務内容 

○ 預金業務、為替業務、両替業務、受託業務、融資業務、外国為替業務お

よびこれらに付随する業務 

○ 投信販売業務、保険販売業務、金融商品仲介業務、信託業務、社債業務

等、法律により銀行が営むことができる業務およびこれらに付随する業

務 

○ その他銀行が営むことができる業務およびこれらに付随する業務 

利用目的 

当行および当行関連会社や提携会社の金融商品やサービスに関し、次の利用

目的で利用します。 

○ 各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスのお申込受付のため 

○ 犯罪収益移転防止法に基づくご本人さまの確認等や、金融商品やサービ

スをご利用いただく資格等の確認のため 



○ 適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの提供にかかる

妥当性の判断のため 

○ 融資のお申込や継続的なご利用等に際しての判断のため 

○ 与信事業に際して個人情報を加盟する個人信用情報機関に提供する場合

等、適切な業務の遂行に必要な範囲で第三者に提供するため 

○ 預金取引や融資取引等における期日管理等、継続的なお取引における管

理のため 

○ 他の事業者等から個人情報処理の全部または一部について委託された場

合等において、委託された当該業務を適切に遂行するため 

○ お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や業務の履行のため 

○ 市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品や

サービスの研究や開発のため 

○ ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各種ご提案の

ため 

○ 提携会社等の商品やサービス等の各種ご提案のため 

○ その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履行するため 

利用目的

の限定 

○ 銀行法施行規則第 13 条の 6の 6 により、個人信用情報機関から提供を

受けたお申込人の融資返済能力に関する情報は、お申込人の返済能力の

調査以外の目的のために利用・第三者提供いたしません。 

○ 銀行法施行規則第 13 条の 6の 7 により、人種、信条、門地、本籍地、

保険医療または犯罪経歴についての特別の非公開情報は、適切な業務運

営の確保その他必要と認められる目的以外のために利用・第三者提供し

ません。 

 
18. 契約期間 

 
本サービスの当初契約期間は、申込書に記載されている申込日から 1 年間とし、契約

期間満了日の 1 ヵ月前までに契約者または当行から解約の申出がない限り、契約期間

満了日の翌日から 1 年間継続されるものとし、継続後も同様とします。 
 
19. 届出事項の変更等 

 
（１） 当行は契約者に対し、取引依頼内容等について通知・照会・確認をすることが

あります。その場合、当行に届出た住所・電話番号・電子メールアドレス等を

連絡先とします。なお、契約者に関して届出事項に変更があった場合や家庭裁

判所の審判により、補助・補佐・後見が開始された場合は、直ちに成年後見人



等の氏名その他必要な事項を書面により届出てください。契約者の成年後見人

等について、家庭裁判所の審判により、補助・補佐・後見が開始された場合も

同様に届出てください。変更の届出は当行の変更手続が終了した後に有効とな

ります。なお、この届出の前に生じた損害については、契約者がすべての責任

を負うものとし、当行は責任を負いません。 
（２） 当行が前項の連絡先にあてて通知・照会・確認を発信・発送し、または送付書

類を発送した場合には、前項の届出を怠るなど契約者の責めに帰すべき事由に

より、これらが延着しまたは到着しなかったときでも通常到達すべき時に到達

したものとみなします。 
 
20. 契約者番号・パスワード等の不正使用による振込等 
 

（１） 前記３．（２）、後記２５．（５）の規定にかかわらず、りゅうぎんインターネッ

トバンキングにおいて契約者番号およびパスワードが盗難（盗取、盗聴等によ

り不正に第三者の知るところになること）され、かつ振込、振替等（以下「振

込等」という）により預金が不正に減少し、または当座貸越が実行された場合

は、次の各号のすべてに該当する場合、契約者は、当行に対して当該振込金額

の補てんを請求することができます。 
ア． 契約者番号あるいはパスワードの盗難に気付いてからすみやかに、当行

へ通知が行われていること。 
イ． 契約者番号あるいはパスワードの盗難に気付いてからすみやかに、警察

へ通知が行われていること。 
ウ． 当行の調査に対し、契約者より十分な説明が行われていること。 

（２） 前項の請求がされた場合、当該振込等が契約者の故意による場合を除き、当行

は、当行への通知が行われた日の 30 日（ただし、当行に通知することができな

いやむをえない事情があることを契約者が証明した場合は、30 日にその事情が

継続している期間を加えた日数とします。）前の日以降になされた振込等の額お

よびこれにかかる手数料・利息に相当する金額（以下「補てん対象金額」とい

う）を補てんするものとします。 ただし、当該振込等が行われたことについて、

当行が善意無過失であることおよび契約者に過失（重過失を除く）があること

を当行が証明した場合には、当行は、契約者の過失状況に応じて、補てん対象

額の一部を減額して補てんするものとします。 
（３） 前 2 項の規定は、第 1 項にかかる当行への通知が、契約者番号あるいはパスワ

ードが盗難された日（契約者番号あるいはパスワードが盗難された日が明らか

でないときは、盗取された契約者番号あるいはパスワードを用いて行われた不

正な振込等が最初に行われた日。）から 2 年を経過する日後に行われた場合に



は適用されないものとします。 
（４） 前記２０．（２）の規定にかかわらず、次のいずれかに該当することを当行が証

明した場合には、当行は補てんしません。 
ア． 当該振込等が行われたことについて当行が善意かつ無過失であり、かつ、

次のいずれかに該当すること。 
(ア) 当該振込等が契約者の重大な過失により行われたこと。 
(イ) 契約者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族その他同居人、または

家事使用人によって、または加担によって行われたこと。 
(ウ) 契約者が、被害状況についての当行に対する説明において、重要な事

項について偽りの説明を行ったこと。 
イ． 契約者番号あるいはパスワードの盗取が、戦争、暴動等による著しい社会

秩序の混乱に乗じまたはこれに付随して行われたこと。 
（５） 契約者が、当該振込等を受けた者から損害賠償または不当利益返還を受けた場

合は、その受けた限度において、第１項にもとづく補てんの請求に応じること

はできません。 
（６） 当行が前記２０．（２）の規定により補てんを行ったときは、当行は、当該補て

んを行った金額の限度において、当該振込等を受けた者その他の第三者に対し

て契約者が有する損害賠償請求権または不当利益返還請求権を取得するものと

します。 
 
21. 取引の制限 
 

（１） 海外からの利用 
契約者が本サービスを海外から利用する場合は、各国の法令、事情、その他事

由により、取引または機能の全部または一部を利用できない場合があります。 
（２） 取引の制限 

ア． 当行は、契約者の情報および具体的な取引の内容等を把握するため、提出

期限を指定して各種確認や資料の提出を求めることがあります。契約者

から正当な理由なく指定した期限までに回答いただけない場合には、照

会・振込サービス等の本規定に基づく取引の一部を制限する場合があり

ます。 
イ． 以下の場合には、照会・振込サービス等の本規定にもとづく取引の一部を

制限する場合があります。 
(ア) 1 年以上にわたり本サービスの利用がない場合 
(イ) 接続環境が匿名で契約可能なプロバイダであり、他の利用者に不安

を与えるなど、当行の公共性や社会通念に照らして契約者として相



応しくないと当行が判断した場合 
(ウ) 本サービスの利用として不適切であるおそれがあるものとして、当

行が定める基準に抵触した場合 
ウ． 日本国籍を保有せず本邦に居住している契約者は、在留資格および在留

期間その他の必要な事項を当行の指定する方法によって、当行に届出て

ください。在留資格または在留期間に変更があった場合も同様とします。

届出のあった在留期間が満了する日までに在留期間更新の届出がない場

合には、照会・振込サービス等の本規定に基づく取引の一部を制限する場

合があります。 
エ． 当行は、前記２１.（２）ア．の各種確認や資料の提出の求めに対する契

約者の回答、その他の手段により当行が把握した契約者の情報、具体的な

取引の内容、契約者の説明内容およびその他の事情を考慮して、マネー・

ローンダリング、テロ資金供与、もしくは経済制裁関係法令等への抵触の

おそれがあると当行が認めた場合には、照会・振込サービス等の本規定に

もとづく取引その他当行と契約者の間で行われる取引（次に掲げる取引

が含まれますが、これに限りません）の一部を制限する場合があります。 
(ア) 不相当に多額または頻繁と認められる現金での取引 
(イ) 外国送金、外貨預金、両替取引、貿易取引等外為取引全般 
(ウ) 当行がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁への

抵触のリスクが高いと判断した個別の取引 
オ． 契約者が、暴力団、暴力団員でなくなったときから 5 年を経過しない者、

暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロまたは

特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者(以下、これらを「暴力団

員等」という)に該当し、または次の各号のいずれかに該当すると当行が

認めた場合には、照会・振込サービス等の本規定に基づく取引の一部を制

限する場合があります。 
(ア) 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 
(イ) 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す

ること 
(ウ) 自己、自社もしくは第三者の不正な利益を図る目的または第三者に

損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用して

いると認められる関係を有すること 
(エ) 暴力団員等に対して資金を提供し、または便宜を提供するなどの関

与をしていると認められる関係を有すること 
(オ) 役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に

非難されるべき関係を有すること 



カ． 契約者が、自らまたは第三者を利用して、以下の各号のいずれかに該当す

る行為をした場合には、照会・振込サービス等の本規定に基づく取引の一

部を制限する場合があります。 
(ア) 暴力的な要求 
(イ) 法的な責任を超えた不当な要求行為 
(ウ) 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 
(エ) 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損し、

または当行の業務を妨害する行為 
(オ) その他前各号に準ずる行為 

キ． 前各項に定めるいずれの取引等の制限についても、契約者からの説明等

にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関

係法令等への抵触のおそれが合理的に解消されたと当行が認める場合、

当行は前６項に基づく取引等の制限を解除します。 
 
22. 解約および利用停止 
 

（１） 本サービスは、当事者の一方の都合でいつでも解約することができます。ただ

し、当行に対する解約通知は、当行所定の申込書により行うものとします。 
（２） 解約の届出は当行の解約手続が終了した後に有効となります。ただし、本サー

ビスによる取引で未処理のものが残っている場合は、解約の届出にかかわらず

当行は当該取引を処理するものとします。なお、当該手続には本利用規定が適

用されます。 
（３） 契約者が当行に対し本サービスに関する何らかの債務を負担している場合は、

解約時に全額を支払うものとします。 
（４） 当行が解約の通知を届出の住所または本サービスに登録されている電子メール

アドレスにあてて発信した場合に、その通知が契約者に到着しなかったとき、

または延着したときは、通常到着すべきときに到着したものとみなします。 
（５） 当行の判断等により代表口座が解約されたときは、本サービスは解約されたも

のとみなします。 
（６） 利用口座が解約されたときは、その口座にかかる限度において本契約は解除さ

れたものとみなします。 
23. 強制解約 

 
契約者に次の各号の事由が１つでも生じた場合において、当行はこの契約を停止し、ま

たは契約者に解約の旨を通知することなく解約することができるものとします。 
 



（１） 支払の停止、破産、民事再生手続開始、もしくはその他これらに類似する手続

の申立があったとき。 
（２） 住所変更の届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由によって、当行において

契約者の住所が不明になったとき。 
（３） 相続の開始があったとき。 
（４） 契約者が本利用規定に違反、もしくは犯罪・事件等に巻き込まれる懸念がある

など、当行がサービスの解約または利用停止を必要とする相当の事由が生じた

場合。 
（５） 契約者が前記２１．（２）オ．で掲げる事由に該当すると当行が判断した場合 
（６） 契約者が前記２１.（２）カ．で掲げる事由に該当すると当行が判断した場合 
（７） 契約者の名義人が存在しないことが明らかになった場合または契約者の名義人

の意思によらず本サービスの申込みがされたことが明らかになった場合 
（８） 後記２９．に反して譲渡・質入れがされた場合 
（９） 法令で定める本人確認等における確認事項、および前記２１．（２）ア．で定め

る各種確認に対する回答や提出された資料が偽りである場合 
（１０） 前記２１．（２）に定める取引の制限に係る事象が１年以上にわたって解消さ

れない場合 
（１１） 前各号のいずれかに該当する疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当

行からの疑義に応じない場合 
（１２） １年以上にわたり本サービスの利用がない場合 

 
24. 利用再開 

 
契約者は当行に対し、所定の方法で利用再開を申し出ることができます。当行は、利用

再開の申し出に対し、利用停止となった原因が消滅していると判断した場合に利用再

開します。 
その際、当行が善意・無過失であるにもかかわらず、契約者の申出内容のうち重大な事

項について偽りの説明を行うなど、当行が不適切と判断した際には、利用再開できない

ことにより生じた損害につき、当行は責任を負わないものとします。また、契約者は当

行の判断により契約者からの申出を省略して、利用再開する場合があることに同意す

るものとします。 
 
25. 免責条項 
 

（１） 通信手段の障害等 
当行の責によらない通信機器、回線およびコンピュータ等の障害ならびに電話



不通等の通信手段の障害等により取扱いが遅延・不能になった場合、そのため

に生じた損害については、当行では責任を負いません。 
（２） 通信経路における取引情報の漏洩等 

公衆電話回線、専用電話回線等の通信経路において盗聴等がなされたことによ

り契約者のパスワード、取引情報等が漏洩した場合、そのために生じた損害に

ついては、当行は責任を負いません。 
（３） ご利用カードの紛失・盗難等 

ご利用カードの紛失・盗難･破損等が生じたときから、再発行したご利用カード

を受領するまでの間、本サービスの利用ができないことによって生じた損害に

ついて、当行は責任を負いません。 
（４） 解約・利用停止および利用再開 

前記２２．２３．２４に定める解約・利用停止、強制解約および利用再開によ

り生じた契約者の損害について、当行は責任を負いません。 
（５） 不正使用等 

前記３．前期５．により契約者の本人確認および依頼内容の確認を適正に行っ

た場合には、パスワード等につき偽造、変造、盗用、不正使用その他の事故が

あっても、そのために生じた損害については、当行は責任を負いません。 
（６） 印鑑照合 

当行が申込書に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意を持って照合し、相

違ないものと認めて取扱いを行った場合は、それらの申込書につき偽造、変造、

盗用その他事故があっても、そのために生じた損害については、当行は責任を

負いません。 
（７） リスクの承諾 

契約者は当行が提供するマニュアル、リーフレット、ホームページ等に記載さ

れている当行所定のセキュリティ対策、盗聴等の不正利用対策、および本人確

認手段について理解し、リスクの内容を承諾のうえ本サービスの利用を行うも

のとし、これらの処置にかかわらず盗聴等の不正使用があっても、そのために

生じた損害については、当行は責任を負いません。 
 
26. 規定違反に伴う事務手数料 

 
契約者の本利用規定違反に伴い当行に事務が発生した場合、当行は契約者に対し事務

手数料を請求することがあります。 
 
27. サービス内容・規定等の変更 
 



（１） この規定の各条項その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の

事由があると当行が認める場合には、民法 548 条の 4 の規定に基づき、変更さ

れることがあります。この場合、当行は当行ウェブサイトへの掲載による公表

その他相当の方法で周知することとします。 
（２） 前項の変更は、公表の際に定める相当な期間を経過した日から適用されるもの

とします。 
（３） 当行ウェブサイトにこの規定が掲載されている場合、当行ウェブサイトに掲載

された規定が最新の規定であり、本取引についての効力を優先的に有するもの

とします。 
 
28. 規定の準用 

 
この規定に定めのない事項については、普通預金規定、総合口座取引規定、貯蓄預金規

定、定期預金規定、財形預金規定、カードローン規定、振込規定、投資信託受益権振替

決済口座管理規定、特定口座約款等により取扱います。 
 
29. 譲渡・質入の禁止 

 
当行の承諾なしにこの取引にもとづく契約者の権利および預金等の譲渡、質入れはで

きません。 
 

 
30. 準拠法・合意管轄 

 
本契約の契約準拠法は日本法とします。本契約に関する訴訟については、那覇地方裁判

所を管轄裁判所とします。 
 

以上 
（2023/10/31 改定、2024/2/1 適用） 


